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・教育指導課内に設置。

いじめ問題等、幼・小・
中で発生する困難ケース
へ助言等を行う。
・指導主事、教育支援嘱
託員、心理士、SSW、弁
護士、医師等

教育委員会にて調査主体を決定

平
常
時
の
対
応

重
大
事
態
発
生
時
の
対
応

いじめ防止等対策連絡会
（※要綱による設置）
年２回程度開催

【法第14条第1項機関】
・区立小・中学校におけるい
じめ防止等のための対策の推
進や連携に関する事項
・民生委員・児童委員、青少
年委員、世小P、世中P、４警
察署、小学校長会、中学校長
会、庁内福祉・教育所管等

（仮称）いじめ問題調査委員会

（※条例による設置 附属機関）
月１回程度開催

【法第14条第3項機関】
・いじめ防止等のために教育委員
会・学校が実施する施策の審議
・教育、心理、福祉、法律等に関す
る専門家10名以内
・法第28条調査機関を兼ねる

いじめ問題再調査委員会
（※条例による設置）

【法第30条機関（附属機関）】
・法第30条第２項に基づき区長が行う
調査を実施する。

区長

調査結果
を報告

調査結果報告

再調査の必要があ
ると認めた場合は
調査を行わせる。

教育支援チーム

教育支援チーム

支援

教育委員会主体での調査

第三者委員会による
調査の場合

学校主体での調査

（仮称）いじめ問題調査委員会
≪部会≫

が調査を担当

※いじめ問題調査委員会の委員
もしくは専門調査員が調査を行う
※外部の弁護士、心理士等を

専門調査員に任命
教育委員会

調査結果
を報告

調査結果
を報告

調査結果
を報告

（仮称）いじめ問題調査委員会

教育委員会による
調査の場合

調査結果
を報告

教
育
委
員
会
が
所
管

区
長
部
局
が
所
管

※黄色背景は要綱設置による機関、オレンジ色背景は条例設置による機関を表す

が調査を担当

教育支援チーム

（仮称）いじめ問題調査委員会

調査方法について諮問

随時状況
を報告
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